
訪日外国人の受入環境の整備について 

 

現在、新型コロナウイルス感染症の感染状況が落ち着きを見せ、世界が

通常の社会経済活動を取り戻しつつある。 

国では、観光先進国を目指して、２０３０年の訪日外国人数を    

６，０００万人とする目標を掲げているところであるが、訪日外国人を 

不安なく受け入れるためには、国による一層の対応が不可欠である。 

新型コロナウイルス感染症対策においては、国内での感染拡大を防ぐ

ための水際対策として、感染者や濃厚接触者の隔離・検査等に注力したが、

空港周辺等の医療機関、宿泊療養施設及び保健所に負担が集中したこと

などの課題が生じたところである。 

また、医療機関の大きな負担となっている訪日外国人の未払医療費が、

今後、インバウンド需要の回復に伴い、更に増加することが懸念されて 

いるものの、未払医療費の発生を防止するために効果的な旅行保険への

加入率は７割程度にとどまっているのが実態である。 

さらに、外国人の未払医療費については、国の救命救急センター運営費 

補助により一部が補助されるが、必要な予算が確保されておらず、   

医療機関に対して十分な支援ができているとは言えない状況である。 

ついては、今回の感染症対策で得られた知見を活かして次の感染症に

備えるためにも、訪日外国人の受入環境整備について、次の事項を   

要望する。 

 

１ 諸外国の感染症の発生・拡大の状況を今後も継続して把握すると 

ともに、原因となるウイルス等の特性に応じた効果の高い水際対策を

機動的に実施する仕組みを作ること。 

 

２ 国際空港や港湾を有する特定の自治体の保健医療提供体制への  

過度な負荷を防止するため、国において責任をもって対応方法に  

ついて検討を行うこと。 

 

３ 訪日外国人の旅行保険加入に繋がるよう、旅行保険の意義や重要性

について、効果的な周知・啓発を徹底すること。 

 

４ 外国人の未払医療費を補助対象としている救命救急センター運営費

補助事業（医療提供体制推進事業補助金）について、必要な予算を確保

すること。 
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